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2030年の最終エネルギー消費＜レファレンスケース＞ 
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出典：総合資源エネルギー調査会需給部会第８回会合資料，経済産業省、エネルギー・経済統計要覧2016，日本エネルギー経済研究所等より作成 

注）省エネ進展ケースの2030年以外の数値は目視による読み取り
値 

トップランナー基準導入 
次世代省エネ基準 

京都議定書目標達成計画閣議決定 

東日本大震災 

リーマンショック 

省エネ法改正(事業所単位から事業者単位へ)

自主行動計画FU開始 

省エネ 
進展ケース 377 

342 

資料３（中上委員長御提出資料）




